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( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

科 目

再 保 険 借

外 国 再 保 険 借

仮 受 金

現 金 及 び 預 貯 金

未 払 法 人 税 等

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

未 払 金

保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

責 任 準 備 金

共 同 保 険 借

そ の 他 資 産

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 負 債

資 本 金

預 り 金

退 職 給 付 引 当 金

貸借対照表・損益計算書
平成27年6月22日

東京都渋谷区東3-16-3 
au損害保険株式会社
代表取締役社長　亀田修造



（注） 

１．有形固定資産の減価償却は、定率法によっております。 

２．無形固定資産の減価償却は、定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

３．退職給付引当金は、従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務の見込額に

基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。なお、退職給付債務

は簡便法を採用しており、退職給付に係る期末自己都合要支給額を基準に算出した額を退職給付

引当金に計上しております。 

４．賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額を基準に計上しております。 

５．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管

理費等の費用は税込方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税等は、仮払金に

計上し、５年間で均等償却を行っております。 

６．有形固定資産の減価償却累計額は 126 百万円であります。 

７．関係会社に対する金銭債権総額は 1,246 百万円、金銭債務総額は 2,241 百万円であります。 

８．「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 27 年法律第９号）が平成 27 年３月 31 日に公布

され、平成 27 年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引き下げ等が行われること

になりました。 

  これに伴い、平成 27 年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異等に係る繰

延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の 30.78％から 28.85％にな

ります。 

この税率変更により法人税等調整額が24百万円減少し、当期純利益が同額増加しております。 

９．繰延税金資産の総額は 494 百万円であり、その発生原因別の主な内訳は、責任準備金積立超過

額 359 百万円、支払備金積立超過額 115 百万円であります。なお、回収可能額に鑑み、繰延税金

資産の総額 494 百万円から 315 百万円を評価性引当額として控除しており、残額の繰延税金資産

178 百万円については繰延税金負債と相殺しております。 

繰延税金負債の総額は 361 百万円であり、その発生原因別の主な内訳は、保険業法第 113 条繰

延資産 341 百万円、資産除去債務 19 百万円であります。 

10．金融商品に関する事項は、次のとおりであります。 

 (1)金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針

 当社は、保険業法に基づく損害保険事業を行っております。保有する資産は保険契約者

等に対する責任を履行するための原資であることを鑑み、安全性と流動性の確保を目的と

した短期的な預貯金を中心の金融商品を活用し、デリバティブ取引は行わない方針であり

ます。 

②金融商品の内容及びそのリスク

当社が保有する金融商品は主として預貯金であります。預貯金は全て預金保険制度にお

いて全額保護対象の決済性普通預金であります。 



③金融商品に係るリスク管理体制

当社が保有する預貯金は全て預金保険制度において全額保護対象の決済性普通預金で

あるため、リスクは有しておりません。 

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価については、市場価格に基づいております。なお、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額によることとしております。 

 (2)金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は保有しておりません。 

（単位：百万円） 

貸借対照表計上額 時価 差額 

預貯金 5,804 5,804 ― 

（注）金融商品の時価の算定方法 

預貯金 

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

11.(1)支払備金の内訳は、次のとおりであります。 

支払備金（出再支払備金控除前）  2,085 百万円 

同上にかかる出再支払備金  1,579 百万円 

差引  506 百万円 

(2)責任準備金の内訳は、次のとおりであります。 

普通責任準備金（出再責任準備金控除前）  4,604 百万円 

同上にかかる出再責任準備金  2,810 百万円 

 差引（イ）  1,794 百万円 

その他の責任準備金（ロ）  363 百万円 

計（イ＋ロ）  2,157 百万円 

12.１株当たりの純資産額は 46,829 円 44 銭であります。 

算定上の基礎である普通株式に係る当期末の純資産額は 4,214 百万円、当期末の普通株式の数

は 90,000 株であります。 

13．保険業法第 113 条前段の規定により、資産の部に計上した金額は 1,184 百万円であります。なお、

償却方法は、法令及び定款の規定によっております。 

14．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 



(単位：百万円)
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）損益計算書
平成２７年３月３１日まで

科 目 金 額

正 味 支 払 保 険 金

損 害 調 査 費

諸 手 数 料 及 び 集 金 費

保 険 引 受 収 益

責 任 準 備 金 戻 入 額

　　　　　　平成２６年度（
平成２６年４月 １ 日から

正 味 収 入 保 険 料

支 払 備 金 繰 入 額

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

保 険 引 受 費 用

そ の 他 経 常 収 益

保 険 業 法 第 113 条 繰 延 資 産 償 却 費

そ の 他 経 常 費 用

支 払 利 息

経 常 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 処 分 損

当 期 純 利 益

法 人 税 等 合 計

税 引 前 当 期 純 利 益

事 務 所 移 転 関 係 損 失



（注） 

１．関係会社との取引による収益総額は 13,518 百万円、費用総額は 15,537 百万円であります。 

２． (1)正味収入保険料の内訳は、次のとおりであります。 

収入保険料   21,374 百万円 

支払再保険料  15,347 百万円 

  差引 6,027 百万円 

(2)正味支払保険金の内訳は、次のとおりであります。 

支払保険金  14,423 百万円 

回収再保険金  12,891 百万円 

  差引  1,532 百万円 

(3)諸手数料及び集金費の内訳は、次のとおりであります。 

支払諸手数料及び集金費  147 百万円 

出再保険手数料 618 百万円 

  差引 △ 471 百万円 

(4)支払備金繰入額の内訳は、次のとおりであります。 

支払備金繰入額（出再支払備金控除前） 926 百万円 

同上にかかる出再支払備金繰入額 603 百万円 

  差引 322 百万円 

(5)責任準備金繰入額の内訳は、次のとおりであります。 

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前）△279 百万円 

同上にかかる出再責任準備金繰入額        71 百万円 

  差引（イ）   △351 百万円 

その他の責任準備金繰入額（ロ）    192 百万円 

  計（イ＋ロ） △158 百万円 

３．１株当たりの当期純利益は 10,571 円 27 銭であります。 

算定上の基礎である普通株式に係る当期純利益は 951 百万円、普通株式の期中平均株式数は

90,000 株であります。 

４．関連当事者との取引は、以下のとおりであります。 

種類 
会社名 

（住 所） 

資本金 

（百万円） 
事業の内容 

議決権等の

被所有割合

（％） 

関連当事者との関係 

役員の兼任等 事業上の関係 

親
会
社

あいおいニッセ

イ同和損害保険

株式会社 

(東京都渋谷区) 

100,005 損害保険業 66.6 出向 1 人 当社への出資 

取引内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

再保険取引 
15,369 

13,518  

出再保険料等 

出再保険金等 

2,165 

1,114 

そ
の
他
の

関
係
会
社

ＫＤＤＩ株式会

社 

(東京都新宿区) 

141,851 電気通信事業 33.4 出向 1 人 当社への出資 

取引内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

広告宣伝等 167  未払金 75 

５．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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